
議案第２号 

   条例案に対する意見について 

 

  令和４年10月６日提出  岩手県人事委員会 委員長  渡辺 正和 

 

第１ 趣旨 

   令和４年９月岩手県議会定例会に提出された次に掲げる条例案について、

岩手県議会から地方公務員法第５条第２項の規定に基づき意見を求められ

たので、別紙のとおり回答しようとするものである。 

 

第２ 意見を求められた条例案 

(１) 定年前再任用短時間勤務職員の任用に関する条例（議案第16号） 

(２) 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（議案第17

号） 

(３) 一般職の職員の給料の調整額に関する条例及び市町村立学校職員の給

料の調整額に関する条例の一部を改正する条例（議案第18号） 

(４) 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（議案第19号） 

(５) 職員の高齢者部分休業に関する条例（議案第20号） 

(６) 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（議案第21号） 

(７) 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（議

案第26号） 

(８) 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例（議案第27号） 
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人 委 職 第  号  

令和４年 10 月７日  

 

 岩手県議会議長 五日市 王 様 

 

岩手県人事委員会          

委員長 渡辺 正和       

 

 

   条例案に対する意見について（回答） 

 令和４年９月29日付け議第145号により意見を求められた下記条例案については、

適当なものと認められます。 

記 

議案第16号 定年前再任用短時間勤務職員の任用に関する条例 

議案第17号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第18号 一般職の職員の給料の調整額に関する条例及び市町村立学校職員の給

料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

議案第19号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

議案第20号 職員の高齢者部分休業に関する条例 

議案第21号 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第26号 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第27号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例 
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県議会９月定例会に提案される条例案に対する意見について   

１ 検討の趣旨                                  

県議会令和４年９月定例会に提案される予定の条例案について、県議会から地方公務員法第５条第２

項に基づき意見を求められる見込みであることから、あらかじめ検討を行うものであること。 

  

〔 議会日程 〕 

 ・ ９月29日（木） 意見照会  

 ・ ９月30日（金） 招集 

 ・ 10月13日（木） 常任委員会 

 ・ 10月17日（月） 本会議採決  

 

２ 意見を要する条例案                                

 

議案番号 条 例 名 

第16号 定年前再任用短時間勤務職員の任用に関する条例 

第17号 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

第18号 
一般職の職員の給料の調整額に関する条例及び市町村立学校職員の給

料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

第19号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

第20号 職員の高齢者部分休業に関する条例 

第21号 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

第26号 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

第27号 
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例 

 

３ 条例案の検証結果                               

 

条例名 制定・改廃の趣旨 検証結果 検討資料 

定年前再任用短時間勤務職

員の任用に関する条例 

定年前再任用短時間勤務職員の

任用に関し必要な事項を定めよ

うとするもの。 

適当 別紙１ 
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一般職の職員の給与に関す

る条例等の一部を改正する

条例 

職員が60歳に達した日後におけ

る最初の４月１日以後の職員の

給与に関する特例を設ける等所

要の改正をしようとするもの。 

適当 別紙２ 

一般職の職員の給料の調整

額に関する条例及び市町村

立学校職員の給料の調整額

に関する条例の一部を改正

する条例 

定年前再任用短時間勤務職員等

の給料の調整額の基準を定める

とともに、併せて所要の整備をし

ようとするもの。 

適当 別紙３ 

職員の退職手当に関する条

例の一部を改正する条例 

60歳に達した日以後に退職する

職員の退職手当の特例を設ける

等所要の改正をしようとするも

の。 

適当 別紙４ 

職員の高齢者部分休業に関

する条例 

職員の高齢者部分休業に関し必

要な事項を定めようとするもの。 
適当 別紙５ 

職員の定年等に関する条例

の一部を改正する条例 

国の例に準じて職員の定年を引

き上げ、地方公務員法の一部改正

に伴い管理監督職勤務上限年齢

による降任等に関し必要な事項

を定める等所要の改正をしよう

とするもの。 

適当 別紙６ 

市町村立学校職員の給与等

に関する条例等の一部を改

正する条例 

国の例に準じて職員が60歳に達

した日後における最初の４月１

日以後の職員の給料の月額につ

いて定め、及び職員の高齢者部分

休業について定める等所要の改

正をしようとするもの。 

適当 別紙７ 

地方公務員法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係

条例の整備等に関する条例 

地方公務員法の一部を改正する

法律の施行に伴い、関係条例につ

いて整備及び廃止をし、並びに定

年退職者等の再任用に関する経

過措置を定めようとするもの。 

適当 別紙８ 

 

４ 条例案意見（事務局案）                            

意見を求められた条例案につきましては、適当なものと認められます。 
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 【参考】 

 

○地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号） 

（人事委員会及び公平委員会並びに職員に関する条例の制定）  

第五条 地方公共団体は、法律に特別の定がある場合を除く外、この法律に定める根本基準に従い、

条例で、人事委員会又は公平委員会の設置、職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項

について必要な規定を定めるものとする。但し、その条例は、この法律の精神に反するものであつ

てはならない。  

２ 第七条第一項又は第二項の規定により人事委員会を置く地方公共団体においては、前項の条例を

制定し、又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において、人事委員会の意見を聞

かなければならない。 
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定年前再任用短時間勤務職員の任用に関する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例制定の趣旨 

    地方公務員法の規定に基づき、定年前再任用短時間勤務職員の任用に関し必要な事項を定めよう

とするもの。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 第１条 

本条例の趣旨を定めること。 

イ 第２条 

定年前に退職した職員を定年前再任用短時間勤務職員として短時間勤務の職に採用することがで

きることを規定すること。 

定年前再任用短時間勤務職員として採用することができる年齢の範囲は、「年齢 60年」から「そ

の者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職相当日（その職における常勤職員の定年退

職日）」までと定めること。 

 

 

 

 

 

ウ 第３条 

定年前再任用短時間勤務職員の任用手続等必要な事項は、人事委員会規則で定めること。 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行する。 

イ 定年の段階的引上げ期間中の経過措置を規定する。 

（例）R9.4.1基準日の場合 

   60歳     62歳      63歳           65歳 

～R9.3.31 

     

 定年前再任 

用短時間 

（暫定再任用）  

      

R9.4.1～ 
     

 定年前再任用短時間 （暫定再任用）  

 

 ① R9.3.31時点で62歳に達している者（S39.4.2～S40.4.1生の者）は、R9.4.1で定年前再任用

短時間勤務職員の上限年齢が63歳に引き上げられたとしても、定年前再任用短時間勤務職員

に採用することはできない。 

 ② R9.3.31時点で62歳に達している定年前再任用短時間勤務職員は、R9.4.1で定年前再任用短

時間勤務職員の上限年齢が63歳に引き上げられたとしても、定年前再任用短時間勤務職員と

別紙１ 

この年齢は、「国の職員につき定められている国家公務員法第 60条の２第１項に規定す

る年齢を基準として定める」（改正後の地方公務員法第 22 条の４第２項）ものとされてい

ることから、改正後の国家公務員法第 60 条の２の規定と同じく 60 歳から定年退職相当日

までと定めるもの。 

定年 

定年 

RS19010198
タイプライターテキスト
2-6



2 

 

して昇任、降任、転任することはできない。 

  ⇒ ①＋②により、基準日前日（R9.3.31)時点で62歳に達している者は、基準日以後、定年

前再任用短時間勤務職員とすることができない。 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

この条例案は、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）を踏まえて定年前再

任用短時間勤務職員の任用に関し必要な事項を定めようとするものであり、その内容は、総務省が

令和４年３月18日付総行公第20号において示した例の趣旨に沿ったものであること。 
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一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例制定の趣旨 

    職員の定年の引上げに伴い、職員が 60 歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給与

に関する特例を設ける等所要の改正をしようとするもの。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第１条関係） 

(ア) 定年前再任用短時間勤務職員の給与の算定方法を定めること 

（第６条、第 29 条、第 38 条、第 39 条、第 40 条の２、第 41 条の７、別表第１～別表第５) 

【具体的な改正内容】 

○第６条（初任給、昇格、昇給等） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、給料表に定める基準給料月額×（１週間の

勤務時間/38h45m）とする。 

○第29条（通勤手当） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の通勤手当（交通用具：自動車・自転車等）は、通勤距離

及び通勤回数を考慮し決定する。（※１週間の勤務日数が常勤職員より少ない場合があり

得るため。）【現在の再任用短時間勤務職員と同じ】 

○第38条（期末手当）、第39条（勤勉手当） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の期末・勤勉手当の支給率について、改正前の再任用職員

と同じ支給率とする。 

○第40条の２（義務教育教員特別手当） 

 → 常勤職員は「級」及び「号給」ごとに手当額を人事委員会規則で定めることとしている

が、定年前再任用短時間勤務職員は再任用職員と同様「号給」がないことから、「級」ご

とに人事委員会規則で定める額とする。【現在の再任用職員と同じ】 

○第41条の７（適用除外） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外を規定（＝手当を支給しない等）。 

○別表第１～別表第５（給料表） 

 ・ 給料表中の「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 ・ 定年前再任用短時間勤務職員の欄に「基準給料月額」の表記を追加する。 

 ・ 医療職給料表（１）に定年前再任用短時間勤務職員の項を追加  

  ※ 改正前の再任用職員制度においては、再任用の任期の末日は65歳に達した日以後最初

の3/31以前とされており、定年年齢を65歳とする医療職給料表（１）の適用者は再任用

職員となることがないため、給料表に再任用職員の項を設けていなかった。 

    改正後の定年前再任用短時間勤務制度は、60歳以降定年到達前の職員を対象とする制

度であり、医療職給料表（１）適用者も対象となることから、同表に定年前再任用短時

間勤務職員の項を設ける。 

    基準給料月額は国の医療職俸給表（一）と同じ額とする。（定年前再任用短時間勤務

職員以外の医療職給料表（１）の給料月額も国の医療職俸給表（一）と同額である。） 

 

別紙２ 
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(イ) 60 歳に達した日以後最初の４月１日（特定日）以降の給料の月額に係る改正（附則第 39 項

～第 50 項） 

・ 当分の間、60歳に達した日以後最初の４月１日以降の給料月額は、当該職員の級及び号給に

70/100を乗じた額とする。 附則第39項 

・ ただし、次の職員には適用しない。 附則第40項 

 ① 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員

→ 臨時的任用職員、任期付職員、任期付研究員、定年前再任用短時間勤務職員 

 ② 医療職給料表（１）適用職員 → 医師・歯科医師 

 ③ 職員の定年等に関する条例（昭和59年岩手県条例第５号。以下「定年条例」という。）第

４条による勤務延長職員 

④ 定年条例第８条第１項又は第２項の規定による役職定年制の例外（職務の特殊性等により

欠員補充が困難な場合）が適用される職員 

・ 役職定年により降任等をされた日の前日から同一の給料表の適用を受ける職員で、第39項に

よる給料月額が異動日の前日の給料月額の70/100に達しないこととなる場合は、その達しない

額を給料として支給する。 附則第41項 

・ ただし、その額は職員が属する級の最高号給の額を超える場合は、最高号給の額との差額を

給料として支給する。 附則第42項 

・ 特定地方警務官(※)について、その給料月額が特定任命(※)の日の前日の俸給月額の70/100に

達しないこととなる場合は、給料月額と併せてその達しない額を給料として支給する。 

附則第43項 

※ 都道府県警察の警視正以上の職（地方警務官）は一般職の国家公務員とされており、この中で所属都道

府県警の巡査から警視まで順次昇任し地方警務官となった者を「特定地方警務官」（警察法第56条の２第

１項）という。 

※ この特定地方警務官の役職定年については、60歳を超えた後の４月１日までの間にその属する都道府県

警察の警視以下の職に任命することとされている。（警察法第56条の４） 

・ ただし、その額は職員が属する級の最高号給の額を超える場合は、最高号給の額との差額を

給料として支給する。附則第44項 

・ 上記との権衡上必要がある職員の給料月額については、人事委員会規則で定める。 

附則第45・46項 

・ 役職定年者に対する特例（第41項、第42項、第45項、第46項）による給与について、期末・

勤勉手当の加算、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指導手当の計算の対象（

＝給料月額と同じ取扱い）とする。附則第47項 

・ 育児短時間勤務職員の給料月額について、給料月額×70％×（その者の１週間の勤務時間

/38h45m）と、役職定年対象者については降任等の前日の給料月額×70％とする旨の読み替え規

定を置く。附則第48項 

・ その他必要な事項は人事委員会規則で定める。附則第49項 

・ 改正前の地方公務員法の規定により施行日前から勤務延長をしている職員で、施行日後に勤

務延長の任期が設定されている職員（期限を延長された場合を含む）について、60歳に到達し

た後であっても、給料の７割減額措置の対象としない。附則第50項 

・ 技能職員等の給与については、任命権者が規則や規程により定めていることから、本条例を

基準として定める旨を規定する。附則第51項 
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イ 職員の分限についての手続及び効果に関する条例の一部改正（第２条関係） 

(１)の条例附則第 39項から第 46 項までの特定日以降の給料の月額に係る措置（その他の条例に

おいて当該措置を定めた規定を含む）について、地方公務員法における分限処分の一種である「降

給」と位置付けられたことから、その手続き等を規定するもの。 

総務省は「職員の降給に関する条例（例）」を示しているが、降給条例を制定していない本県では

次の理由から分限条例に規定しようとするもの。 

・ 特定日以降の給料月額の７割措置が分限処分の一つと位置付けられたことから、分限処分の

手続き及び効果を定める条例に追加することが適当と考えられる。 

・ 給与条例、給与等条例に規定を追加する場合、企業職員及び技能職員等に関する規定が条例

に盛り込まれない形となることから、各条例に特定日以降の給料月額の規定を置き、これにつ

いて分限条例に手続き等に関する規定を定める方式とする。（技能職員等については、前述のと

おり給与条例の規定を基準に各任命権者が定める旨を記載した。） 

 

ウ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第３条関係） 

懲戒処分の一つである「減給」について、国においては、原則としては発令日における減給額を

維持することとする一方で、７割措置後はその減給額が実際に受けている給料額と比べ過大となる

ため、職員の生活保障の観点から、その減給額が現に受けている給料の月額を基礎に算定する額を

超えている場合、現に受けている給料の月額を基礎に算定する額を減ずることとしており、本県に

おいても同様の取扱いとする。 

 

エ 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正（第４条関係） 

給料月額に定率を乗じることで手当額を計算する特殊勤務手当について、その基礎額に給料月額

のほか、給与条例附則第 41 項（第 42項で読み替える場合を含む）、第 45項又は第 46項による役職

定年者への特例による給与（管理監督職勤務上限年齢調整額）を含むこととすること。 

附則第 19項 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行する。附則第１項 

イ 暫定再任用職員の給与に関し必要な事項を定めること。 

(ア) 暫定再任用職員（フルタイム）(※)の給料月額は、給料表の「定年前再任用短時間勤務職員」

の基準給料月額のうちその職務の級に対応する額とすること附則第２項 

(イ) 育児短時間勤務をする暫定再任用職員（フルタイム）の給料月額について、(ア)の額×〔当

該職員の１週間の勤務時間／38 時間 45分〕とする読み替え規定を置くこと附則第３項 

(ウ) 暫定再任用短時間勤務職員(※)の給料月額について、アの額×〔当該職員の１週間の勤務時

間／38 時間 45分〕とすること（現在の再任用短時間勤務職員の計算方法と同じ）附則第４項 

(エ) 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして次の条項を適用する

こと附則第５項 

○ 第 29 条第２項：通勤手当 

交通用具の通勤手当について、暫定再任用短時間勤務職員は通勤距離及び通勤回数を考慮

して手当額を決定する。 

※ この条項で「短時間勤務職員」の中に暫定再任用短時間勤務職員が含まれることになり、

次の条項についても、附則第５項に規定しなくても、暫定再任用短時間勤務職員が定年前
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再任用短時間勤務職員と同じ取り扱いとなる。 

 

(オ) 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして次の条項を適用すること。附則

第６項 

○ 第 38 条第３項：期末手当（定年前再任用短時間勤務職員と同支給率となる。） 

○ 第 40 条の２第２項：義務教育教員等特別勤務手当（暫定再任用職員の手当額は職務の級に

応じて決定する。） 

(カ) 暫定再任用職員の勤勉手当の総支給額の算定について、定年前再任用短時間勤務職員と合算

して算定すること附則第７項 

(キ) 暫定再任用職員の適用除外規定を置くこと附則第８項 

(ク) 暫定再任用職員に関しその他必要な事項について、人事委員会規則で定めること附則第９項 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）を踏まえて職員が60歳に達した日後

における最初の４月１日以後の職員の給与に関する特例を設ける条例案であり、その内容は、総務

省が令和４年３月18日付総行公第20号等において示した条例例等の趣旨に沿ったものであること。 
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一般職の職員の給料の調整額に関する条例及び 

市町村立学校職員の給料の調整額に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例改正の趣旨 

    定年前再任用短時間勤務職員等の給料の調整額の基準を定めるとともに、併せて所要の整備をし

ようとするものである。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 再任用職員制度の廃止及び定年前再任用短時間勤務職員制度の創設に伴う所要の改正（調整額条

例第２条/市町村調整額条例第２条） 

給料の調整額について、これまで再任用短時間勤務職員については調整額を１週間の勤務時間

に応じて割り落として支給する規定を設けている。 

定年前再任用短時間勤務職員も再任用短時間勤務職員と同様に１週間の勤務時間が常勤職員

より短いことから、これまでと同様に割落とし規定を設けるもの。 

 

イ その他所要の整備 

これまで、育児短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、再任用短時間勤務職員

のような規定がなかったものの、１週間の勤務時間が常勤職員より短いこと及び給料の調整額は

制度上給料の一部として取り扱われることに鑑み、再任用短時間勤務職員と同様に１週間の勤務

時間に応じて割り落して支給していたもの。 

今般、この取扱いを明確に規定するため、国の例に準じ、勤務時間に応じた割り落しの規定を

追加するもの。 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア この条例は、令和５年４月１日から施行する。（附則第１項関係） 

イ 暫定再任用職員については、定年前再任用短時間勤務職員とみなして条例を適用する。（附則第

２項関係） 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

この条例案は、定年前再任用短時間勤務職員等の給料の調整額の基準を定めようとするものであ

り、その内容は、従前の再任用短時間勤務職員と同様のものであること。 

別紙３ 
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職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例改正の趣旨 

    職員の定年の引上げに伴い、60歳に達した日以後に退職する職員の退職手当の特例を設ける等所

要の改正をしようとするものである。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）の一部改正に伴い、所要の整備をすること。（第１条の

２、第 13 条、第 14 条、第 16 条関係） 

(ア) 職員の定義について、所要の整備をすること。（第１条の２関係） 

今般の地方公務員改正による定年前再任用短時間勤務職員は非常勤職員として位置付けられ、

現在の条文にある「常時勤務に服することを要するもの」に該当しない（＝退職手当の支給対象

とならない）ものであり、定年前再任用短時間勤務職員になった後に常勤職員に戻ることはでき

ない（地方公務員法第 22 条の４第５項）ことから、個別に対象外である旨を示す規定を置く必

要がないこと。 

(イ) その他再任用職員に係る規定を整備すること。（第 13条、第 14 条、第 16条関係） 

 

イ 特定地方警務官に関する退職手当の取扱いを定めること。（第５条の２、第５条の３の２、附則

第 10 項関係） 

(ア) 特定地方警務官が特定任命（※）により岩手県の警察職員となった場合においても、退職手

当の基本額の計算の特例「ピーク時特例」（後述）の適用対象とし、国家公務員在職時の俸給月

額を基礎として退職手当の基本額を算定できるよう、第５条の３の２において第５条の２の規

定（ピーク時特例の規定）を読替準用することとする。 

(イ) 特定任命により岩手県の警察職員となった場合の退職手当の計算の際、国家公務員時代に行

われた俸給月額の減額改定時の経過措置（いわゆる現給保障）等により支給される給与につい

ては、退職手当の計算における俸給月額に含めないこと。（附則第 10項関係） 

 

ウ 60 歳に達した日以後に退職した職員の退職手当の基本額の特例について定めること。（附則第 13

項～第 15 項関係） 

 

当分の間、60 歳に達した日以後定年までの間、その者の非違によることなく退職した者の退職

手当基本額については、定年退職と同じ支給率により手当額を計算すること。（附則第 13 項、第

14 項） 

 

60 歳に達した日以後の退職について、（引上げ後の）定年に達する前に自己都合退職した場合で

も、退職手当の支給率は定年退職扱いとなること。 

 

なお、この特例は次の職員には適用しないこと。（附則第 15項） 

① 改正前の職員の定年等に関する条例（以下「旧定年条例」という。）第３条ただし書に規定

する職員に相当する職員（②の職員を除く。）＝医療職給料表(１)適用者 

別紙４ 
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② （改正後の）職員の定年等に関する条例第３条ただし書に規定する職員 

＝保健所に勤務 又は 療育センターに派遣されている医療職給料表（１）適用者 

③ 給与その他の処遇の状況が①・②の職員に類する職員として規則で定める職員 

＝医療職給料表（１）が適用されていない医師等を想定 

 

エ 60 歳に達した日以後における最初の４月１日以後の給料月額を受ける者に係る退職手当の基本

額に係る特例について定めること。（附則第 16 項関係） 

60 歳から定年までの間適用する給料月額の減額措置（給料月額の７割を支給）については第５条

の２に規定する「給料月額の減額改定」として取り扱わないこと。（附則第 16項） 

 

60 歳に達する日以後における最初の４月１日前の給料月額について第５条の２の適用があるた

め、少なくとも同日以後の給料月額の減額措置が行われる前に退職した場合の退職手当額が支給さ

れる仕組みとなる。 

 

オ 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例ついて、所要の改正をするとともに、当

面の間の取扱いを定めること。（第５条の３、附則第 17 項～第 21 項関係） 

(ア) 定年の引上げに伴い、勧奨退職時の退職手当の割増を行う年齢を「定年から 15 年を減じた年

齢（＝50 歳）以上」とすること（改正前は「定年から 10 年を減じた年齢」＝50 歳であり、割

増の対象年齢の下限は変わらないこと。）。（第５条の３関係） 

(イ) 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例ついて、以下のとおり当分の間の取

扱いを定めること。（附則第 17項～第 21項関係） 

ａ 当分の間、25 年以上勤続して勧奨を受けて退職した者のうち知事の承認を得た者については、

早期退職割増の対象年齢の上限を次のとおりとする読み替え規定を置くこと。（附則第 17項関

係） 

   対 象 割増対象の上限年齢 

① ②・③以外の職員 60歳 

② ア 旧定年条例第３条ただし書に規定する職員に相当する

職員（イの職員を除く） 

イ （改正後の）職員の定年等に関する条例第３条ただし書

に規定する職員 

    

ア＋イ＝全ての医療職給料表（１）適用者 

65歳 

③ 規則で定める職員 規則で定める年齢 

 

 

ｂ 附則第 17 項により早期退職割増の対象年齢の上限が定年年齢から５を減じた年齢となるこ

とから、(ア)の表の右欄に掲げる年齢に達する日以前に退職する場合を早期退職割増の対象と

すること（６か月前要件を削除すること。）。（附則第 18項関係） 

ｃ 当分の間、第５条第１項に規定する退職のうち次に掲げる事由による退職をした職員につい

ては、早期退職割増の対象年齢を下記の表の通りとする読替規定を設けること。（附則第 19 項） 

（割増対象年齢） 
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   対象 割増対象の年齢 

① ②・③以外の職員 50歳から60歳まで 

② ア 旧定年条例第３条ただし書に規定する職員に

相当する職員（イの職員を除く。） 

イ （改正後の）職員の定年等に関する条例第３条

ただし書に規定する職員 

    

ア＋イ＝全ての医療職給料表（１）適用者 

55歳から65歳まで 

③ 規則で定める職員 「規則で定める年齢－10歳」か

ら「規則で定める年齢」まで 

ｄ 当分の間、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生ずることにより

退職した者であって任命権者が知事の承認を得たものに対する早期退職割増は、次の表の通り

とすること。（附則第 20項、第 21項関係） 

   対象 割増対象の年齢・割増率 

附則第20項 附則第18項の表の右欄に掲げる年齢に

到達前 

（医師・歯科医師以外） 

50歳から59歳まで年２％割増 

（医師・歯科医師） 

55歳から64歳まで年２％割増 

附則第21項 附則第18項の表の右欄に掲げる年齢に

到達後 

２％の割増 

 

カ 60 歳に達した日以後に退職する職員の退職手当の額について、同日以後最初の３月 31 日に退職

した場合の支給額を下回ることがないよう、特例を定めること（附則第 22 項関係） 

 

キ その他所要の整備をすること（第２条の４、第６条の２、第６条の３、第６条の５、第 12 条～

第 14 条、第 16 条、附則第２項～第 28 項関係） 

(ア) 特定地方警務官に係る退職手当の取扱いを定めたこと及び 60 歳に達した日以後に退職した

者の退職手当の取扱いの特例を定めたことに伴い、所要の整備をすること。（第２条の４、第６

条の２、第６条の３、第６条の５、改正後附則第３項～附則第５項関係） 

(イ) 禁錮の「錮」に付されているルビを削除すること。（第 12条～第 14条、第 16条関係） 

(ウ) 国の例に準じ、附則のうち一部の項を削除するほか、引用条項等を整備すること。（附則第２

項～第 28項関係） 

 

 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行すること。ただし、表１の項の改正部分は、公布の日から施行するこ

と。（附則第１項関係） 

イ 暫定再任用職員を職員の退職手当に関する条例の適用対象から除くための読替規定を置くこと。

（附則第２項関係）（１(２)ア(ア)第１条の２関係と同様の趣旨） 

ウ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和 48 年岩手県条例第 49号）の一部改正 
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附則第５項から第７項までは、昭和 47年 12 月１日に在籍する職員に適用される退職手当の基本

額の調整率を定めたものであるが、この基本額の計算に、今回追加する退職手当条例の条項（附則

第 13項～第 21項）を追加すること。 

エ 職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成 15 年岩手県条例第 61 号）の一部改

正 

附則第４項は、42 年を超える期間勤続して退職した者の自己都合退職に係る退職手当の基本額の

特例を定めたものであるが、今回の条例附則の条項移動に伴う所要の整備を行うこと。 

オ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成 18 年岩手県条例第 28号）の一部改正 

附則第２条は、平成 18 年の退職手当制度改正の経過措置を規定しているが、この経過措置におけ

る新制度手当額の計算に関し、今回追加する退職手当条例の条項（第５条の３の２）を追加するこ

と。 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

職員の定年の引上げに伴い、60歳に達した日以後に退職する職員の退職手当の特例を設ける等の

改正をしようとするものであり、国の例に準じた適正な規定であると認められるものであること。 
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職員の高齢者部分休業に関する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例制定の趣旨 

    地方公務員法の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要な事項を定めようとするもので

ある。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 条例の趣旨及び対象職員について定めること。第１条 

給与等条例を根拠に高齢者部分休業を取得可能な職員は除外される。 

イ 高齢者部分休業の承認について定めること。第２条 

・ 高齢者部分休業の対象年齢を、定年年齢から５年を減じた年齢とすること。（第１項） 

・ 高齢者部分休業の承認期間を、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えな

い範囲内とすること。（第２項） 

・ 高齢者部分休業の承認期間を、第１項に規定する年齢に達した日の次の４月１日以降とするこ

と。（第３項） 

ウ 休業時間の延長について定めること。第３条 

エ 高齢者部分休業の承認の取消し又は休業時間の短縮について定めること。第４条 

オ 高齢者部分休業の給与の取扱いについて定めること。第５条 

職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合の給与の取扱いについて、その勤務しない

１時間につき、下記の計算式で得られる１時間当たりの給与額を減額すること。 

【減額の計算式（１時間当たりの給与額）】 

（給料の月額＋特別調整額＋人事委員会規則で定める手当の額(※)）×12 

（１週間当たりの勤務時間）×52 

カ 高齢者部分休業の退職手当の取扱いについて定めること。第６条 

職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合の退職手当の取扱いについて、高齢者部分

休業の取得期間については、その取得期間の２分の１を除算することを定める。 

キ この条例の実施に関し必要な事項は、人事委員会規則で別に定めること。第７条 

 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行する。附則第１項 

イ 定年の段階的引き上げ期間中における経過措置について、下記のとおり規定する。附則第２項 

〇一般職員（医師・歯科医師以外の職員） 

期間 
（読み替え後の） 

第２条第１項 

定年 

（経過措置） 

 高齢者部分休業の

対象年齢 

令和５年４月１日から 

令和７年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

１年を減じた年齢 
年齢 61 年 → 年齢 60 年 

令和７年４月１日から 

令和９年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

２年を減じた年齢 
年齢 62 年 → 年齢 60 年 

別紙５ 
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令和９年４月１日から 

令和11年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

３年を減じた年齢 
年齢 63 年 → 年齢 60 年 

令和11年４月１日から 

令和13年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

４年を減じた年齢 
年齢 64 年 → 年齢 60 年 

令和13年４月１日以降 
当該職員に係る定年から

５年を減じた年齢 
年齢 65 年 → 年齢 60 年 

 

〇医師・歯科医師のうち定年が 70歳に引き上げられる職員（改正後の定年条例第３条ただし書の適

用を受ける職員） 

期間 
（読み替え後の） 

第２条第１項 

定年 

（経過措置） 

 高齢者部分休業の

対象年齢 

令和５年４月１日から 

令和７年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

１年を減じた年齢 
年齢 66 年 → 年齢 65 年 

令和７年４月１日から 

令和９年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

２年を減じた年齢 
年齢 67 年 → 年齢 65 年 

令和９年４月１日から 

令和11年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

３年を減じた年齢 
年齢 68 年 → 年齢 65 年 

令和11年４月１日から 

令和13年３月31日まで 

当該職員に係る定年から

４年を減じた年齢 
年齢 69 年 → 年齢 65 年 

令和13年４月１日以降 
当該職員に係る定年から

５年を減じた年齢 
年齢 70 年 → 年齢 65 年 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

本条例は、地方公務員法の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要な事項を定めようと

するものであり、制度趣旨を踏まえた適正な規定であると認められるものであること。 
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職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例改正の趣旨 

    国の例に準じて職員の定年を引き上げ、地方公務員法の一部改正に伴い管理監督職勤務上限年齢

による降任等に関し必要な事項を定める等所要の改正をしようとするもの。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 定年の引上げ 

(ア) イに掲げる職員以外の職員の定年を 65 歳に引き上げる（第３条第本文） 

(イ) 医療職給料表(１)適用職員（医師、歯科医師）のうち保健所に勤務する職員及び岩手県立療

育センターの指定管理者に派遣された職員の定年を 70歳に引き上げる（第３条ただし書） 

(ウ) 定年を段階的に引き上げるため、次のとおり経過措置を規定する（制定附則第８項・第９項） 

 右の職員以外（医療職給料

表(１)適用職員を除く。(※)） 
保健所、療育センターの

医師・歯科医師 
適用条項 

（現在） （６０歳） （６５歳） 改正前の条例 

第３条 

令和５年４月１日～ 

令和７年３月 31 日 
６１歳 ６６歳 改正後の条例 

制定附則第８項 

    第９項 

（経過措置） 
令和７年４月１日～ 

令和９年３月 31 日 
６２歳 ６７歳 

令和９年４月１日～ 

令和 11 年３月 31 日 
６３歳 ６８歳 

令和 11 年４月１日～ 

令和 13 年３月 31 日 
６４歳 ６９歳 

令和 13 年４月１日～ ６５歳 ７０歳 改正後の条例 

第３条 

※ 医療職給料表(１)適用職員は改正前の条例において定年を 65 歳としており、このうち保健所、

療育センター以外の職員は改正後の条例においても引き続き定年を 65 歳とすることから、上記

経過措置の対象から除いている。 

 

イ 勤務延長 

現行の条例においては、定年に達した職員について、職務の特殊性等の理由により、当該職員の

退職により公務の運営に著しい支障が生じる場合等には、定年退職日以後も引き続き勤務させるこ

とができることとする定年退職の特例（以下「勤務延長」という。）を設けている。勤務延長の対象

職員を以下のとおり改めようとすること。 

(ア) 勤務延長の対象職員から、特例任用（ウ（エ）・（オ）で後述）により異動期間を延長した職

員で、定年退職日において管理監督職を占めているものを除くこと。（第４条） 

(イ) 令和５年４月１日から令和 10 年４月１日までの間、特例任用から引き続き勤務延長を行う場

合は、特例任用①（ウ（エ）で後述）の場合で人事委員会の承認を得た場合に限ることとし、

その期間は異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができないこととすること。

（制定附則第 10 項） 
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ウ 役職定年制 

地方公務員法の一部改正により新たに役職定年制が設けられ、管理監督職勤務上限年齢に達して

いる職員について、当該年齢に達した日後最初の４月１日までの間に管理監督職以外の職への降任

等をすることとされたことから、これに関し以下のとおり必要な事項を定めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ア) 役職定年制の対象の職を次のとおりとすること。ただし、医療職給料表(１)適用職員は役職

定年制の対象外とすること。（第５条） 

① 特別調整額（管理職手当）が支給される職員の職 

② その他人事委員会規則で定める職 

③ 警視又は警部の階級にある警察官 

(イ) 役職定年制の適用年齢を 60歳とすること。（第６条） 

(ウ) 役職定年制による降任等を行う場合の基準（※）を定めること。併せて、特定地方警務官の

特定任命に係る読み替え規定を定めること。（第７条） 

【遵守すべき基準】 

・ 地方公務員法第 13条（平等取扱いの原則） 

 ・   〃   第 15 条（任用の根本基準） 

 ・   〃   第 23 条の３（人事評価に基づく措置） 

 ・   〃   第 27 条第１項（分限及び懲戒の基準） 

 ・   〃   第 56 条（職員団体の構成員等に対する不利益取扱いの禁止） 

 ・ 人事委員会規則で定める事項 

(エ) 当該職務の特殊性等の理由により、役職定年制を適用することで公務の運営に著しい支障が

生じる場合や欠員を容易に補充できない場合については、１年を超えない範囲内で異動期間（管

理監督職以外の職へ降任・異動させる期間）を延長することができること。（第８条第１項・第

２項）特例任用① 

(オ) 特定の管理職グループの職で、役職定年制を適用することで欠員を容易に補充できない場合

については、１年を超えない範囲内で異動期間（管理監督職以外の職へ降任・異動させる期間）

を延長することができること。（第８条第３項・第４項）特例任用② 

(カ) 特例任用による異動期間の延長及び特例任用②に係る管理職グループ内の管理監督職への降

任等をする場合は、あらかじめ職員の同意を得なければならないこと。（第９条） 

(キ) 特例任用をする事由が消滅した場合は、異動期間の末日到来前に、他の職への降任等を行う

こと。（第 10 条） 

(ク) 異動期間に係る経過措置を規定すること。（制定附則第 11項・第 12項） 

 

 

本県は 60歳（定年条例第６条） 
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ａ 制定附則第 11項 

・ 異動期間の原則→「60 歳に達した日の翌日からその日以降の最初の４月１日まで」（改正

後の地方公務員法第 28条の２第１項） 

・ 特例任用①による異動期間の延長→「異動期間の末日（＝60歳到達後最初の 4/1）の翌日

から起算して１年を超えない範囲内」（条例第８条第１項） 

→ 60 歳到達後最初の４月２日から 61 歳到達後最初の４月１日まで 異動期間を延長で

きることとなる。 

・ しかし、定年が 61歳の職員については、61歳到達後最初の３月 31 日が定年退職日となる

ことから、異動期間の延長期限は定年退職日（61 歳到達後最初の３月 31 日）までとする必

要があること。 

ｂ 制定附則第 12項 

・ 特例任用①による異動期間の再延長→「異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職

に係る異動期間の末日（＝60 歳到達後最初の 4/1）の翌日から起算して３年を超えることが

できない」（条例第８条第２項） 

→ 再延長後の異動期間は、最長で 63 歳到達後最初の４月１日まで 異動期間を延長でき

ることとなる。 

・ しかし、定年が 62 歳又は 63 歳の職員については、上記の再延長後の異動期間の間に定年

退職日を迎えることから、異動期間の延長期限は定年退職日までとする必要があること。 

 

エ 定年等に関する施策の調査等 

知事は、職員の定年等に関する事務の適正な運営を確保するため、職員の定年等に関する制度の

実施に関する施策を調査研究し、その権限に属する事務について適切な方策を講ずる旨を定めるこ

と。（第 11条） 

今回の地方公務員法の一部改正により、再任用制度が廃止され、新たに役職定年制が設けられる

ことから、文言を「定年等」としたうえで、定年、勤務延長、役職定年制に関する条文の後に規定

位置を変更すること。 

 

オ 人事委員会規則への委任 

この条例の実施に関し必要な事項は、人事委員会規則で定めること。（第 12 条） 

 

カ 60 歳に達する職員への情報提供及び意思確認 

当分の間、職員が 60 歳に達する日の属する年度の前年度に、当該職員に対し、60 歳に達する日

以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容等の情報を提供するとともに、60歳以降の勤務

の意思を確認するよう努めること。（制定附則第 13 項） 

また、特定地方警務官に対しては、岩手県警察本部長が情報提供・意思確認を行うよう努めるこ

と。（制定附則第 14項） 

 

キ 地方公務員法等の一部改正に伴う所要の整備 

地方公務員法の一部改正による条項移動等に対応した所要の整備を行うこと。（第１条） 
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(３) 施行期日等（附則関係） 

ア この条例は令和５年４月１日から施行すること。ただし、令和５年度内に 60歳に達する者への情

報提供及び勤務の意思確認（改正附則第２項）については、公布の日から施行すること。（改正附則

第１項） 

イ 施行日までの間に情報提供及び意思確認をする職員の対象を、令和５年度中に 60歳に達する職員

（＝定年年齢が 61歳に引き上げられる職員）とすること。（改正附則第２項） 

ウ 勤務延長職員に関する経過措置を規定すること。 

(ア) 改正前の定年条例により勤務延長し、又はその勤務期間を再延長した職員についてその勤務

期間の延長期限が施行日以後になる職員の勤務期間の延長手続及び延長期限について規定する

こと。（改正附則第３項） 

(イ) 段階的定年引上げ期間中の経過措置を規定すること。（改正附則第４項） 

例）S38.4.2～39.4.1生の者の場合 

R5.4.1    R6.4.1    R7.4.1 

 （60歳） （61歳） (61歳) （62歳） 

定年前職員 勤務延長  

    

 

 

S38.4.2～39.4.1 生まれの者は、R6 年度（R6.4.1～R7.3.31）の間に 61 歳に達するが、勤務延

長により定年後引き続き勤務している職員のうち、R7.3.31時点で 61歳に達している者は、R7.4.1

で定年が 62 歳に引き上げられ、その時点では定年前の年齢になったとしても、一般職員と同様に

昇任、降任、転任することはできない 

⇒ 基準日前日（R7.3.31)時点でその時点の定年相当年齢に達している者は、（勤務するとすれば）

引き続き勤務延長職員として任用 or 退職して暫定再任用職員として任用 
 

(ウ) 改正後の条例第４条第３項及び第４項（勤務期間の延長または切上げに関する職員の同意）

の規定は、改正条例附則第３項の勤務に準用すること。（改正附則第５項） 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

本条例は、国の例に準じて職員の定年を引き上げ、地方公務員法の一部改正に伴い管理監督職勤

務上限年齢による降任等に関し必要な事項を定めようとするものであり、制度趣旨を踏まえた適正

な規定であると認められるものであること。 

定年 

61 歳 

定年 

62 歳 
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市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例制定の趣旨 

    国の例に準じて、職員が 60歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給料の月額につ

いて定め、及び職員の高齢者部分休業について定める等所要の改正をしようとするもの。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正 第１条関係 

(ア) 定年前再任用短時間勤務職員の給与の算定方法を定めること 

（第７条、第 24 条、第 29 条、第 30 条、第 31条の２、第 31条の３、別表第１～別表第３関

係) 

【具体的な改正内容】 

○第７条（初任給、昇格、昇給等） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、給料表に定める基準給料月額×（１週間の

勤務時間/38h45m）とする。 

○第24条（通勤手当） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の通勤手当（交通用具：自動車・自転車等）は、通勤距離

及び通勤回数を考慮し決定する。（※１週間の勤務日数が常勤職員より少ない場合があり

得るため。）【現在の再任用短時間勤務職員と同じ】 

○第29条（期末手当）、第30条（勤勉手当） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員の期末・勤勉手当の支給率について、改正前の再任用職員

と同じ支給率とする。 

○第31条の２（義務教育教員特別手当） 

 → 常勤職員は「級」及び「号給」ごとに手当額を人事委員会規則で定めることとしている

が、定年前再任用短時間勤務職員は再任用職員と同様「号給」がないことから、「級」ご

とに人事委員会規則で定める額とする。【現在の再任用職員と同じ】 

○第31条の３（適用除外） 

 → 定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外を規定（＝手当を支給しない等）。 

○別表第１～別表第３（給料表） 

 ・ 給料表中の「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 ・ 定年前再任用短時間勤務職員の欄に「基準給料月額」の表記を追加する。 

  ※ 再任用職員の場合は、フルタイム職員は給料表の額をそのまま支給していたが、定年

前再任用短時間勤務職員の場合は給料月額をそのまま支給することはない（勤務時間に

応じて割落としを行う）ことから、給料表中に「基準給料月額」との表記を追加する（

なお、給料月額は改正前の再任用職員と同じ。）。 
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(イ) 高齢者部分休業導入に係る改正 

市町村立学校職員の高齢者部分休業承認時の取扱いについては、県立学校職員の例によるこ

とを定めること（第 26条の 14） 

※ 考え方は職員の高齢者部分休業に関する条例第５条と同じ。 

 

(ウ) 60 歳に達した日以後最初の４月１日（特定日）以降の給料の月額に係る改正（附則第 41 項

～第 49 項） 

・ 当分の間、60歳に達した日以後最初の４月１日以降の給料月額は、当該職員の級及び号給に

70/100を乗じた額とする。 附則第41項 

・ ただし、次の職員には適用しない。 附則第42項 

 ① 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員

→ 臨時的任用職員、任期付職員、任期付研究員、定年前再任用短時間勤務職員 

 ② 職員の定年等に関する条例（昭和59年岩手県条例第５号。以下「定年条例」という。）第

４条による勤務延長職員 

③ 定年条例第８条第１項又は第２項の規定による役職定年制の例外（職務の特殊性等により

欠員補充が困難な場合）が適用される職員 

・ 役職定年により降任等をされた日の前日から同一の給料表の適用を受ける職員で、第41項に

よる給料月額が異動日の前日の給料月額の70/100に達しないこととなる場合は、その達しない

額を給料として支給する。 附則第43項 

・ ただし、その額は職員が属する級の最高号給の額を超える場合は、最高号給の額との差額を

給料として支給する。 附則第44項 

・ 上記との権衡上必要がある職員の給料月額については、人事委員会規則で定める。 

附則第45・46項 

・ 育児短時間勤務職員の給料月額について、給料月額×70％×（その者の１週間の勤務時間

/38h45m）と、役職定年対象者については降任等の前日の給料月額×70％とする旨の読み替え規

定を置く。附則第47項 

・ その他必要な事項は人事委員会規則で定める。附則第48項 

・ 改正前の地方公務員法の規定により施行日前から勤務延長をしている職員で、施行日後に勤

務延長の任期が設定されている職員（期限を延長された場合を含む）について、60歳に到達し

た後であっても、給料の７割減額措置の対象としない。附則第49項 

 

(エ) その他所要の整備をすること（第７条、第７条の２、第 24 条、第 26 条、第 27 条の２、第

29 条、第 30 条関係） 

 

 

イ 医療局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例及び企業局企業職員の給与の種類及び基準

を定める条例の一部改正 第２条及び第３条関係 

(ア) 高齢者部分休業における給与の取扱い（医療局基準条例第 17条/企業局基準条例第 17条） 

今般、新たに導入される高齢者部分休業を職員が取得した場合、その勤務しない時間１時間

につき１時間当たりの給料、給料の特別調整額その他手当を減額する旨を定める。 
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(イ) 特定日以後の給料の基準(医療局基準条例附則第３項～第６項/企業局基準条例附則第３項～

第６項) 

一般職の職員の給与に関する条例等において、特定日以降の給料月額について、特定日前の

給料月額の 70％とするなどの措置を講じることから、企業職員についてもこの取扱いを基準に、

医療局長又は企業局長が給料月額及び役職定年者等の特例による給料を定める。 

 

(ウ) 地方公務員法の一部改正等に伴う所要の整備（医療局基準条例第 18条・第 19 条/企業局基準

条例第 18条・第 19条） 

 

ウ 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正 第４条関係 

(ア) 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合の給与の勤務１時間当たりの給料等の

減額において、教職調整額を給料とみなす旨を定めること（第４条関係） 

(イ) 役職定年者の給与の特例（附則第２条） 

給料月額に定率を乗じることで手当額を計算する教職調整額について、その基礎額に給料月

額のほか給与条例附則第 41 項、第 45 項又は第 46項（若しくは給与等条例附則第 43項、第 45

項又は第 46 項）による役職定年者への特例（管理監督職勤務上限年齢調整額）を含むこととす

る。 

(ウ) 地方公務員法の一部改正等に伴う所要の整備（第２条関係） 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行する。附則第１項 

イ 暫定再任用職員の給与に関し必要な事項を定めること。 

(ア) 暫定再任用職員（フルタイム）(※)の給料月額は、給料表の「定年前再任用短時間勤務職員」

の基準給料月額のうちその職務の級に対応する額とすること附則第２項 

(イ) 育児短時間勤務をする暫定再任用職員（フルタイム）の給料月額について、(ア)の額×〔当

該職員の１週間の勤務時間／38 時間 45分〕とする読み替え規定を置くこと附則第３項 

(ウ) 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額について、アの額×〔当該職員の１週間の勤務時間／

38 時間 45分〕とすること（現在の再任用短時間勤務職員の計算方法と同じ）附則第４項 

(エ) 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして次の条項を適用する

こと附則第５項 

○ 市町村立学校職員の給与等に関する条例 

・ 第 24 条第２項：通勤手当 

交通用具の通勤手当について、暫定再任用短時間勤務職員は通勤距離及び通勤回数を考

慮して手当額を決定する。 

※ この条項で「短時間勤務職員」の中に暫定再任用短時間勤務職員が含まれることになり、

附則第９項に規定しなくても、それ以降の超過勤務手当（第 27 条の２第２項及び第７項）等

についても暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員と同じ取り扱いとな

る。 
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(オ) 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして次の条例を適用すること。附則

第６項 

○ 市町村立学校職員の給与等に関する条例 

  第 29 条第３項：期末手当（定年前再任用短時間勤務職員と同じ支給月数となる。） 

  第 31 条の２第２項：義務教育教員等特別勤務手当（暫定再任用職員の手当額は職務の級に

応じて決定する。） 

○ 医療局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例/企業局企業職員の給与の種類及び基

準を定める条例  

  第 18 条第１項：定年前再任用短時間勤務職員の適用除外規定 

  第 19 条：予算の範囲内で給与を支給する「非常勤職員」から暫定再任用職員を除外 

○ 義務教育諸学校等の教育職員の特別措置に関する条例 

  第２条第２項：教育職員の範囲（条例の対象とする教育職員について、「講師」は常勤職

員のほか、暫定再任用職員を対象とする。） 

(カ) 暫定再任用職員の勤勉手当の総支給額の算定について、定年前再任用短時間勤務職員と合算

して算定すること附則第７項 

(キ) 暫定再任用職員の適用除外規定を置くこと附則第８項 

(ク) 暫定再任用職員に関しその他必要な事項について、人事委員会規則で定めること附則第９項 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

国の例に準じて職員が60歳に達した日後における最初の４月１日以後の職員の給料の月額につい

て定め、及び職員の高齢者部分休業について定める条例案であり、その内容は、国が示した例の趣

旨に沿ったものであること。 
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地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整備等に関する条例 

 

１ 条例案の内容                                        

 (１) 条例制定の趣旨 

    地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例について整備及び廃止をし、並びに

定年退職者等の再任用に関する経過措置を定めようとするもの。 

 

(２) 条例の具体的内容 

ア 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正 第１条関係 

  公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正 第４条関係 

(ア) 法の一部改正により、再任用職員制度（改正前の法第 28 条の４から第 28条の６まで）が廃

止されたことに伴い、各条例で定める派遣の対象外職員について所要の整備をすること。（外国

派遣条例第２条/公益的法人派遣条例第２条） 

・ 今回の法改正により、再任用職員制度が廃止されることから、再任用職員に係る部分を削る

もの。 

・ 再任用短時間勤務職員は各条例の第２条第２項第２号の「非常勤職員」に該当することから

、これまでも条例の対象外職員としていたところ。今般の法改正により、新たに定年前再任用

短時間勤務職員制度が創設されており（改正後の法第22条の４）、各条例の趣旨に鑑みると定

年前再任用短時間勤務職員も派遣の対象職員から除く必要があるが、定年前再任用短時間勤務

職員も再任用短時間勤務職員と同様に非常勤職員に該当することから、特段改正を要しないも

の。 

(イ) 法の一部改正により、新たに管理監督職勤務上限年齢による降任等の制度（改正後の法第 28

条の２。以下「役職定年制」という。）が設けられたことに伴い、各条例で定める派遣の対象外

職員について所要の整備をすること。（外国派遣条例第２条/公益的法人派遣条例第２条） 

管理監督職勤務上限年齢到達後も引き続き管理監督職に就く職員（改正後の法第 28 条の５。

以下「特例任用職員」という。）については、その降任等により公務の運営に著しい支障が生じ

ると認められる十分な理由があるときに限り行われるものであることから、派遣の対象外とする

ものである。（現行条例における勤務延長職員と同じ考え方・扱い） 

 

イ 職員の育児休業等に関する条例の一部改正 第２条関係 

(ア) 法の一部改正により、新たに役職定年制が設けられたことに伴い、育児休業及び育児短時間

勤務をすることができない職員について所要の整備をすること。（育児休業条例第２条・第 10

条） 

現行の規定では、勤務延長職員を育児休業及び育児短時間勤務の対象外としているが、これは、

「勤務延長職員はその職員の職務の特殊性又はその職員の職務の遂行上の特別の事情からみて

その退職により公務の運営に著しい支障が生じると認められる十分な理由があるときに定年の

特例として勤務させている職員であることから、育児休業をすることができない」（逐条 公務

員育児休業法）とされていることを踏まえたものである。 

特例任用職員についても、勤務延長職員と同様、その降任等により公務の運営に著しい支障が
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生じると認められる十分な理由があるときに行われるものであることから、勤務延長職員と同様

に育児休業及び育児短時間勤務の対象外とするもの。 

(イ) 法の一部改正に伴う条項ずれを整備すること。（育児休業条例第 19条） 

現行の条例では、部分休業をすることができる職員から「非常勤職員」を除いているが、非常

勤職員のうち「短時間勤務の職を占める職員」（再任用短時間勤務職員）については、その業務

内容が常勤職員と同様であり、勤務時間・休暇制度も常勤職員と同じ制度が適用されていること

から部分休業の対象としていたものであり、定年前再任用短時間勤務職員についても業務内容、

勤務時間制度の適用については再任用短時間勤務職員と同じであることから、再任用短時間勤務

職員と同じく部分休業の対象とする。 

 

ウ 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正 第３条関係 

法の一部改正により、再任用職員制度が廃止され、及び定年前再任用短時間勤務職員制度が創設

されたことに伴い、整備をすること。（勤務時間等条例第２条、第３条、第８条） 

※ 改正後の定年前再任用短時間勤務職員についても、現行の再任用短時間勤務職員と同様に条例

に割振りの基準等を規定するもの。 

 

エ 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正 第５条関係 

法の一部改正に伴う条項ずれを整備すること。（人事行政公表条例第３条） 

改正後の法においては「短時間勤務の職を占める職員」は定年前再任用短時間勤務職員を指す

こととなるが、法第 58 条の２第１項の規定により「短時間勤務の職を占める職員」は人事行政

の運営等の状況の公表の対象とされていることから、定年前再任用短時間勤務職員についても再

任用短時間勤務職員と同様に公表の対象とするため、整備するもの。 

 

オ 職員の大学院派遣研修費用の償還に関する条例の一部改正 第６条関係 

法の一部改正に伴う条項ずれを整備すること。（費用償還条例第４条） 

 

カ 職員の再任用に関する条例の廃止 第７条関係 

法の一部改正により、再任用に係る規定（改正前の第 28 条の４から第 28条の６）が削られたこ

とから、職員の再任用に関する条例を廃止するもの。 

 

キ 経過措置（暫定再任用職員に関する事項） 第８条～第 16 条関係 

(ア) 定年退職等 → 暫定再任用（フルタイム） 

ａ 任命権者は、次の要件①を満たす者のうち、改正前の条例（以下「旧条例」という。）による

定年（＝医師・歯科医師以外は 60 歳）に達しており、65 歳に達する日以後最初の３月 31 日（特

定年齢到達年度の末日）までの間にある者を、常時勤務する職に採用することができること。

（第８条） 

【要件①】 

(１) 改正法施行日（令和５年４月１日）前に定年退職した者 

(２) 旧条例による勤務延長により勤務したのちに退職した者 

(３) 25 年以上勤続して改正法施行日前に退職した者((1)、(2)の職員を除く)であって、退職の

日から５年を経過する日までの間にある者 
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(４) 25 年以上勤続して改正法施行日前に退職した者((1)～(3)の職員を除く)であって、退職の

日から５年を経過する日までの間に、旧法による再任用又は暫定再任用をされたことがある

者 

ｂ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、次の要件②を満たす者で、新条例定年に達して

おり、特定年齢到達年度の末日までの間にある者を、常時勤務する職に採用することができる

こと。（第９条） 

【要件②】 

(１) 改正法施行日以後に改正後の条例（以下「新条例」という。）により定年退職した者 

(２) 改正法施行日以後に新条例による勤務延長により勤務したのちに退職した者 

(３) 改正法施行日以後に定年前再任用短時間勤務職員として採用され、その任期満了により退

職した者 

(４) 25 年以上勤続して改正法施行日以後に退職した者（(1)～(3)の職員を除く）であって、退

職の日から５年を経過する日までの間にある者 

(５) 25 年以上勤続して改正法施行日以後に退職した者（(1)～(4)の職員を除く）であって、退

職の日から５年を経過する日までの間に、暫定再任用をされたことがある者 

※ ａ、ｂにおける 25 年の要件は、廃止前の「職員の再任用に関する条例」において、定年退職

者に準ずる者＝再任用することが可能な者として定められている内容と同じ。 

ｃ 上記暫定再任用職員の任期の更新について定めること。（第 10 条） 

(イ) 定年退職等 → 暫定再任用短時間 

ａ 任命権者は、要件①を満たす者について、旧条例定年に達しており、特定年齢到達年度の末

日までの間にある者を、短時間勤務の職に採用することができること。（第 11条） 

ｂ 令和 14 年３月 31 日までの間、任命権者は、要件②を満たす者で、新条例定年に達しており、

特定年齢到達年度の末日までの間にある者を、短時間勤務の職に採用することができること。

（第 12 条） 

ｃ 暫定再任用短時間勤務職員の任期の更新について、第 10 条の規定を準用すること。（第 13

条） 

(ウ) 暫定再任用職員の経過措置 

改正法附則第８条に規定されている暫定再任用職員に係る経過措置に係る条例への委任事項

を定めること。 

ａ 施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

については、その職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例による定

年に準じた年齢とすること。（第 14条） 

○ 改正法附則第８条 

第３項→ 暫定再任用職員を昇任、降任、転任しようとする場合、その職の定年に達した職員以

外の職員を当該（暫定再任用職員の）職に昇任、降任、転任することはできない。 
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ｂ 施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

については、その職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例による定

年に準じた年齢とすること。（第 15条） 

○ 改正法附則第８条 

第４項→ 定年前再任用短時間勤務職員の職に昇任、降任、転任できるのは 

    ① 定年退職相当日を経過していない定年前再任用短時間勤務職員 

    ② 旧条例により定年退職し暫定再任用職員となった職員のうち、その短時間勤務の職

の旧条例定年に達している職員 

    ③ 新条例により定年退職し暫定再任用職員となった職員のうち、その短時間勤務の職

の新条例定年に達している職員 

 

○改正法 附則第８条第５項 

① 基準日の前日における新条例定年を超える職及びこれに相当する基準日以後に設置された

職その他の条例で定める職に、基準日の前日において同日における当該定年引上げ職に係る新

条例定年に達している者（当該条例で定める職にあっては、条例で定める者）を暫定再任用職

員として採用しようとする場合には、当該者は当該者を採用しようとする定年引上げ職に係る

新条例定年に達しているものとみなして、暫定再任用の採用等に係る規定を適用する 

② 暫定再任用職員のうち、基準日の前日において同日における当該定年引上げ職に係る新条例

定年に達している職員（当該条例で定める職にあっては、条例で定める職員）を、昇任し、降

任し、又は転任しようとする場合には、当該職員は当該職員を昇任し、降任し、又は転任しよ

うとする定年引上げ職に係る新条例定年に達しているものとみなして、暫定再任用の昇任等に

係る規定を適用する。 

 

【R9.4.1 基準日の場合】 

 ① R9.3.31 時点で 62 歳に達している者（S39.4.2～S40.4.1 生の者）は、R9.4.1 時点で定年

年齢が 63 歳に引き上げられ暫定再任用職員の対象年齢とならないこととなるが、この場合

に新定年に達した者とみなす＝引き続き暫定再任用職員として採用することができる 

 ② R9.3.31 時点で 62歳に達している者は、R9.4.1 で定年年齢が 63 歳に引き上げられた場合

でも、新定年に達した者とみなして暫定再任用に係る規定を適用する 

  ⇒ ①＋②により、基準日前日（R9.3.31)時点で 62 歳に達している者は、R9.4.1 時点で新

定年に達していなくても、達したものとみなして暫定再任用職員として任用することがで

きる。 

ｃ 上記のその他の条例で定める職を、「基準日以後に新たに設置された職」及び「基準日以後

に組織の変更等により名称が変更された職」で、「基準日における新条例定年が基準日の前日に

おける新条例定年を超える職」とすること。（第 16 条１項） 

ｄ 新定年に達しているとみなす者（条例で定める者と条例で定める職員）について、その職が

「基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例

定年に達している者（職員）」とすること。（第 16条第２項・第３項） 

ｅ その他必要な事項は、人事委員会規則で定めること。（第 17条） 

 

 

 

RS19010198
タイプライターテキスト
2-30



5 

 

(３) 施行期日等（附則関係） 

ア 令和５年４月１日から施行する。附則第１項 

イ 暫定再任用職員に関する経過措置を定めること。 

(ア) 暫定再任用職員（フルタイム職員に限る）を、職員の外国の地方公共団体の機関等に派遣さ

れる職員の処遇等に関する条例及び公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の対象とする

ための読み替え規定を置くこと。附則第２項・第４項 

※ 現行の再任用職員（フルタイムのみ）についても同様の除外規定を設けている 

(イ) 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして次の条例を適用すること。附則

第３項 

 

２ 条例案意見（事務局案）                                      

適当なものと認められる。 

 

  【理由】 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例について整備及び廃止をし、並びに

定年退職者等の再任用に関する経過措置を定めようとする定める条例案であり、その内容は、国が

示した例の趣旨に沿ったものであること。 

RS19010198
タイプライターテキスト
2-31



RS19010198
タイプライターテキスト
2-32



RS19010198
タイプライターテキスト
2-33



RS19010198
タイプライターテキスト
2-34



RS19010198
タイプライターテキスト
2-35



RS19010198
タイプライターテキスト
2-36



RS19010198
タイプライターテキスト
2-37



RS19010198
タイプライターテキスト
2-38



RS19010198
タイプライターテキスト
2-39



RS19010198
タイプライターテキスト
2-40



RS19010198
タイプライターテキスト
2-41



RS19010198
タイプライターテキスト
2-42



RS19010198
タイプライターテキスト
2-43



RS19010198
タイプライターテキスト
2-44



RS19010198
タイプライターテキスト
2-45



RS19010198
タイプライターテキスト
2-46



RS19010198
タイプライターテキスト
2-47



RS19010198
タイプライターテキスト
2-48



RS19010198
タイプライターテキスト
2-49



RS19010198
タイプライターテキスト
2-50



RS19010198
タイプライターテキスト
2-51



RS19010198
タイプライターテキスト
2-52



RS19010198
タイプライターテキスト
2-53



RS19010198
タイプライターテキスト
2-54



RS19010198
タイプライターテキスト
2-55



RS19010198
タイプライターテキスト
2-56



RS19010198
タイプライターテキスト
2-57



RS19010198
タイプライターテキスト
2-58



RS19010198
タイプライターテキスト
2-59



RS19010198
タイプライターテキスト
2-60



RS19010198
タイプライターテキスト
2-61



RS19010198
タイプライターテキスト
2-62



RS19010198
タイプライターテキスト
2-63



RS19010198
タイプライターテキスト
2-64



RS19010198
タイプライターテキスト
2-65



RS19010198
タイプライターテキスト
2-66



RS19010198
タイプライターテキスト
2-67



RS19010198
タイプライターテキスト
2-68



RS19010198
タイプライターテキスト
2-69



RS19010198
タイプライターテキスト
2-70



RS19010198
タイプライターテキスト
2-71



RS19010198
タイプライターテキスト
2-72



RS19010198
タイプライターテキスト
2-73



RS19010198
タイプライターテキスト
2-74



RS19010198
タイプライターテキスト
2-75



RS19010198
タイプライターテキスト
2-76



RS19010198
タイプライターテキスト
2-77



RS19010198
タイプライターテキスト
2-78



RS19010198
タイプライターテキスト
2-79



RS19010198
タイプライターテキスト
2-80



RS19010198
タイプライターテキスト
2-81



RS19010198
タイプライターテキスト
2-82



RS19010198
タイプライターテキスト
2-83



RS19010198
タイプライターテキスト
2-84



RS19010198
タイプライターテキスト
2-85



RS19010198
タイプライターテキスト
2-86



RS19010198
タイプライターテキスト
2-87



RS19010198
タイプライターテキスト
2-88



RS19010198
タイプライターテキスト
2-89



RS19010198
タイプライターテキスト
2-90



RS19010198
タイプライターテキスト
2-91



RS19010198
タイプライターテキスト
2-92



RS19010198
タイプライターテキスト
2-93



RS19010198
タイプライターテキスト
2-94



RS19010198
タイプライターテキスト
2-95



RS19010198
タイプライターテキスト
2-96



RS19010198
タイプライターテキスト
2-97



RS19010198
タイプライターテキスト
2-98



RS19010198
タイプライターテキスト
2-99



RS19010198
タイプライターテキスト
2-100



RS19010198
タイプライターテキスト
2-101



RS19010198
タイプライターテキスト
2-102



RS19010198
タイプライターテキスト
2-103



RS19010198
タイプライターテキスト
2-104



RS19010198
タイプライターテキスト
2-105



RS19010198
タイプライターテキスト
2-106



RS19010198
タイプライターテキスト
2-107



RS19010198
タイプライターテキスト
2-108



RS19010198
タイプライターテキスト
2-109



RS19010198
タイプライターテキスト
2-110



RS19010198
タイプライターテキスト
2-111



RS19010198
タイプライターテキスト
2-112



RS19010198
タイプライターテキスト
2-113



RS19010198
タイプライターテキスト
2-114



RS19010198
タイプライターテキスト
2-115



RS19010198
タイプライターテキスト
2-116



RS19010198
タイプライターテキスト
2-117



RS19010198
タイプライターテキスト
2-118



RS19010198
タイプライターテキスト
2-119



RS19010198
タイプライターテキスト
2-120




